
在宅医療・介護連携推進における

島根県の現状と課題
～在宅医療・介護連携推進事業のあり方に関するアンケート調査から～

島根県健康福祉部 高齢者福祉課

地域包括ケア推進室

H31.4.24（水）
島根県在宅医療・介護連携推進担当者会議
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「しまねの地域包括ケア」ポータルサイト開設



在宅医療・介護連携推進事業のあり方に関するアンケート調査

１．調査時点 平成３０年８月１日
２．調査対象 全国の市区町村 担当者
２．調査方法 メールで調査用紙を送信し、メールで回答
３．回収率等 下表のとおり

2 調査概要

対象数 回答数 回収率

全国 1,724 1,710 99.2%

島根 19 19 100%



関係団体等との協力状況
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1.協力している 2.協力を予定している 3.協力していない

 島根県、全国とも最も多いのは地域包括支援センター。最も
少ないのは看護協会

 島根県は全国と比較して薬剤師会と協力している割合が低い



アドバイザーの有無

4  島根県で最も多いアドバイザーは県（保健所）の担当者
 全国で多いアドバイザーは医師
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1.市区町村内の医師会・医療機関 2.市区町村外の医師会（都道府県医師会を含む）・医療機関

3.医療・介護系の職能団体等 4都道府県の担当者

5.他の都道府県の担当者 6.他の市区町村の担当者

7.民間事業者（医療系・介護系事業者） 8.民間事業者（製薬会社・医療系コンサル・システムベンダー等）

9.大学等のアカデミア 10.その他
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進捗状況（ア）地域の医療・介護の資源の把握

5
 既存情報の整理や資源の把握・情報共有は実施割合が高いも

のの、将来推計の割合は低い
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1.地域で把握可能な既存情報の整理

2.在宅医療・介護の必要量（需要）や資源量（供給）の現状把握

3.地域内の医療・介護関係者や住民への地域内の医療・介護資

源の情報共有

4.在宅医療・介護の必要性（需要）や資源量（供給）の将来推計

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実

施計画等の策定
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進捗状況（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

6
 課題抽出や検討会の開催は実施割合が高いが、課題の類型

化・一般化となると割合が低い
 全国と比較して島根県は「検討・承認の２つの機能を持つ会

議体を使い分け、事業計画・方針を打ち出す」が高い
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1.職能団体へのヒアリングを通じて、地域の課題や対処を要する事項を抽出する

5.地域における検討会・会議体等を開催する

6.検討・承認の２つの機能を持つ会議体を使い分け、事業計画・方針を打ち出す

2.ヒアリングで得た内容を類型化し、問題・要対処事項を一般化する

3.地域における検討会・会議体を整理（統廃合）する

4.上記を受け、必要となる会議体の組織化および会議体の参加者を選定する

7.在宅医療・介護の需給バランスについて検討している

8.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実施計画等の策定

島根県

（全国）



進捗状況（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進
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1.地域における在宅医療資源および提供体制を把握する

3.実行が伴う切れ目のない在宅医療・介護の提供体制のあり

方を地域の医療・介護関係者と検討・調整する

2.地域における切れ目のない医療提供体制の目指すべき姿を

描く

4.具体的な体制の整備に向けた調整や施策運用時のルールを

策定する

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業

実施計画等の策定
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（全国）

 「地域における切れ目のない医療提供体制の目指すべき姿を
描く」の割合が低い

 島根県は特に「具体的な体制の整備に向けた調整や施策運用
時のルールを策定する」の割合が低い



進捗状況（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援

8  ルール・ツールの検討や情報の棚卸は一定程度されている
 島根県は特に「定期的な利用実態のモニタリングおよび

ツールやルールの運用状況の把握」が低い
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2.既存の連携ツールやルールの整理・新規に作成が必要なツール

やルールの整理および導入是非の検討

1.情報共有に係る課題および共有が必要な情報の棚卸し

3.ツールやルールの新規作成・改修

4.新規作成・改修したツールやルールの関係団体内での周知徹底

5.定期的な利用実態のモニタリングおよびツールやルールの運用

状況の把握

6.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実施

計画等の策定
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進捗状況（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

9  島根県は「相談窓口の設置および運営」は高い割合で実施さ
れている
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3.相談窓口の設置および運営

4.相談窓口の機能の周知

1.相談窓口の設置に向けた準備

2.多様な相談への対応が可能な人材の確保・育成や関係者との

連携体制の構築

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実

施計画等の策定
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進捗状況（カ）医療・介護関係者の研修

10  研修は一定程度されているが、「研修の実施支援・研修後
フォローの実施」の割合が低い
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3.ニーズや課題に応じた研修の実施

1.地域内の既存の研修の把握・整理

2.関係者へのヒアリングやアンケート等を通じた研修ニーズ・課

題の把握

4.研修の実施支援・研修後フォローの実施

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実

施計画等の策定

島根県

（全国）



進捗状況（キ）地域住民への普及啓発

11  全国と比較して全ての項目が低い→普及啓発が課題
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1.地域に向けて何を普及啓発するのかを確認する

3.普及啓発（情報提供）の実施

2.普及啓発の対象者および普及啓発に用いる媒体を選定する

4.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実

施計画等の策定
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進捗状況（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携

12  全国と比較して全ての項目が低い→広域連携が課題

84.2%

42.1%

42.1%

31.6%

10.5%

86.9%

70.1%

45.3%

50.5%

8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.関係市区町村における在宅医療・介護連携推進事業の取組

状況の把握

2.関係市区町村との広域的に取り組むべき内容と必要性の確認

4.行政および各職能団体の実務者・役職者による広域的な取組

に向けた協議

3.関連行政および地域内の各職能団体との広域的な取組に関

する協議の場の設定

5.その他の取組の検討・実施、または上記以外の新たな事業実

施計画等の策定
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在宅医療・介護連携推進事業と連動した施策

13  「認知症関連施策」「終末期対応関連施策」「入退院調整支
援施策」が多いが、「該当しない」も一定数ある。
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1.認知症関連施策

2.終末期対応関連施策

4.入退院調整支援施策

下記のいずれも該当しない

3.災害・救急時対応施策

5.その他
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「地域支援事業」の連動（イメージ）
○ 高齢者施策における地域包括ケアシステムの構築の目的は、“”住み慣れた地域で自分らしい暮らしを 人生の

最後まで続ける”こと。

○ 地域支援事業はあくまでもツールであり、それぞれの事業実施が目的ではないことに留意する必要がある。

○ 住民が参画し、多職種が連携して支えることが重要であり、目的意識を共有し、関連性を活かすために“場”とし

ての地域ケア会議や協議体を活用することが重要。
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生活支援体制整備事業

在宅医療・介護連携推進事業
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在宅医療・介護連携推進事業に係る取り組みの評価状況

15  島根県、全国とも評価している割合が３割と少ない
 ストラクチャー指標、プロセス指標よりもアウトカム指標を

設定している割合が低い
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国
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1.評価している 2.評価していない

島
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2.自治体内における要介護高齢者の在宅療養率

7.自治体内における在宅医療・介護サービスの利用者数

3.自治体内における在宅療養者の生活満足度

4.自治体内における在宅療養者の患者家族の生活満足度

5.自治体内における在宅医療・介護サービス従事者（医療職）満…

全国 A.現在、設定している指標 島根県 A.現在、設定している指標

アウトカム指標



16



在宅医療・介護連携推進事業の課題

17
 島根県は「地域の医療・介護資源の不足」「事業実施のため

のノウハウの不足」「行政と関係機関（医師会、医療機関
等）との協力関係の構築」が多い
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16.地域の医療・介護資源の不足

3.事業実施のためのノウハウの不足

5.行政と関係機関（医師会、医療機関等）との協力関係の構築

17.事業推進を担う人材の確保…

13.将来的な在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿を…

7.地域支援事業の全体像を見渡せる人材の不足

4.本事業の存在や必要性を医療・介護関係者等に認知してもらうこと

9.事業全体を見渡せる人材の不足…

18.指標設定等の事業評価のしにくさ

25.医療機関との調整

24.医師会等関係団体との調整

8.総合事業などと連携した事業計画の策定ができる人材の不足

14.多職種間の協力関係の強化・情報共有の効率化

10.事業運営に関する相談のできる人材の不足

2.予算の確保

11.医師や医療機関との調整に関する相談のできる人材の不足

15.関係機関との最終的な合意形成

19.隣接する市区町村との広域連携の調整

6.行政内部の連携、情報共有等

26.広域的な医療介護連携（退院調整等）に関する協議

22.多職種研修の企画・運営の技術的支援

23.（オ）の相談支援の窓口に配置する相談員の研修、人材育成

1.特にない

20.都道府県が把握している在宅医療や介護の資源に関する、…

12.現状の在宅医療・介護サービスの提供実態が把握できていないこと

21.在宅医療・介護連携推進事業に関する研修・情報提供…

27.市区町村間の意見交換の場の設置

28.その他

全国

島根県

課題の1位から5位ま
でを選択し、点数化



国に支援を期待する課題（島根県内の市町村）

18  「地域の医療・介護資源の不足」「予算の確保」「事業実施
のためのノウハウの不足」が多い
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16.地域の医療・介護資源の不足

2.予算の確保

3.事業実施のためのノウハウの不足

18.指標設定等の事業評価のしにくさ

5.行政と関係機関（医師会、医療機関等）との協力関係の構築

24.医師会等関係団体との調整

13.将来的な在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿を…

21.在宅医療・介護連携推進事業に関する研修・情報提供…

1.特にない

4.本事業の存在や必要性を医療・介護関係者等に認知してもらうこと

17.事業推進を担う人材の確保…

7.地域支援事業の全体像を見渡せる人材の不足

8.総合事業などと連携した事業計画の策定ができる人材の不足

23.（オ）の相談支援の窓口に配置する相談員の研修、人材育成

22.多職種研修の企画・運営の技術的支援

20.都道府県が把握している在宅医療や介護の資源に関する、…

26.広域的な医療介護連携（退院調整等）に関する協議

19.隣接する市区町村との広域連携の調整

10.事業運営に関する相談のできる人材の不足

9.事業全体を見渡せる人材の不足…

25.医療機関との調整

14.多職種間の協力関係の強化・情報共有の効率化

11.医師や医療機関との調整に関する相談のできる人材の不足

27.市区町村間の意見交換の場の設置

15.関係機関との最終的な合意形成

28.その他

6.行政内部の連携、情報共有等

12.現状の在宅医療・介護サービスの提供実態が把握できていないこと

課題の1位から5位ま
でを選択し、点数化



県に支援を期待する課題（島根県内の市町村）

19
 「地域の医療・介護資源の不足」「行政と関係機関（医師

会、医療機関等）との協力関係の構築」「事業実施のための
ノウハウの不足」が多い

0 5 10 15 20 25 30 35 40

16.地域の医療・介護資源の不足

5.行政と関係機関（医師会、医療機関等）との協力関係の構築

3.事業実施のためのノウハウの不足

17.事業推進を担う人材の確保…

10.事業運営に関する相談のできる人材の不足

2.予算の確保

11.医師や医療機関との調整に関する相談のできる人材の不足

18.指標設定等の事業評価のしにくさ

25.医療機関との調整

4.本事業の存在や必要性を医療・介護関係者等に認知してもらうこと

13.将来的な在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿を…

21.在宅医療・介護連携推進事業に関する研修・情報提供…

24.医師会等関係団体との調整

26.広域的な医療介護連携（退院調整等）に関する協議

23.（オ）の相談支援の窓口に配置する相談員の研修、人材育成

22.多職種研修の企画・運営の技術的支援

14.多職種間の協力関係の強化・情報共有の効率化

7.地域支援事業の全体像を見渡せる人材の不足

20.都道府県が把握している在宅医療や介護の資源に関する、…

8.総合事業などと連携した事業計画の策定ができる人材の不足

27.市区町村間の意見交換の場の設置

12.現状の在宅医療・介護サービスの提供実態が把握できていないこと

9.事業全体を見渡せる人材の不足…

1.特にない

6.行政内部の連携、情報共有等

15.関係機関との最終的な合意形成

19.隣接する市区町村との広域連携の調整

28.その他

課題の1位から5位ま
でを選択し、点数化



在宅医療・介護連携推進事業のあり方に関するアンケート調査

 進捗状況からは「ルールの作成や運用状況の把握」「研修後の
フォロー」「普及啓発」「広域連携」が課題とうかがえる

 施策の連動性は「認知症」「終末期」「入退院調整」が多いも
のの、「該当しない」も一定数ある

 評価を実施しているが３割と少なく、アウトカム指標の設定も
少ない

 市町村が県に支援を期待する課題は、「地域の医療・介護資源
の不足」「行政と関係機関（医師会、医療機関等）との協力関
係の構築」「事業実施のためのノウハウの不足」

20 まとめ


